
令和７年度福島県認可外保育施設物価高騰対策支援金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、令和７年度の原油価格・物価高騰に直面する認可外保育施設を支援するため、

第２条に定める施設等の設置主体に対し、この要綱の定めるところにより、予算の範囲内

で支援金を給付する。 

 

（交付対象施設等） 

第２条 この支援金の交付対象となる施設は、認可外保育施設（中核市所在施設、市町村立

施設及び居宅訪問型保育事業を除く）とし、その設置主体である法人又は個人等（以下「事

業者等」という。）に対して支援金を交付する。 

 

（支援金の算定方法等） 

第３条 支援金は、令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの期間における施設運

営に対して交付するものとし、その金額及び要件は、別表で定めるとおりとする。 

 

（支援金の交付申請等） 

第４条 この要綱による支援金を受けようとする事業者等は、交付申請書兼実績報告書（様

式第１号）を別に定める日までに知事に提出するものとする。ただし、必要に応じ、参考

となるべき資料の追加提出を求める場合がある。なお、支援金の実績報告書は、交付申請

書と兼用するものとする。 

 

（支援金の交付の決定等） 

第５条 知事は、前条の規定による交付申請があったときは、その申請内容を審査し、支援

金を交付すべきものと認めた場合には、速やかに支援金の交付の決定をするとともに、支

援金の額を確定し、当該申請者に交付決定及び額の確定通知（様式第２号）により通知す

るものとする。 

２ 知事は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、支援金の交付

の申請に係る事項につき修正を加えて支援金の交付の決定をするものとする。 

 

（支援金の交付の条件） 

第６条 知事は、支援金の交付の決定をする場合において、支援金の交付の目的を達成する

ために、次の各号に掲げる事項につき条件を付すものとする。 

⑴ 支援金に関する書類を整理し、支援金を交付した年度終了後５年間保管しなければ

ならないこと。 

⑵ 虚偽その他不正な手段により支援金の交付を受けてはならないこと。 

 



（申請の取下げ） 

第７条 支援金の交付の申請者は、前条の規定による通知を受領した場合において、当該通

知に係る支援金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、交付

の決定を受けた日から起算して１０日を経過した日とする。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る支援金の交付の決定

は、なかったものとみなす。 

 

（交付決定の取消し及び支援金の返還） 

第８条 知事は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、支援金の交付の

決定の取消し、又は変更することができる。この場合において、既に支援金が交付されて

いるときには、知事はその全部又は一部の返還を求めることができる。申請者は知事から

の請求に応じ、支援金を返還しなければならない。 

⑴ この要綱の第６条の条件に違反したとき。 

⑵ 支援金の交付を受けた後に交付対象施設等の要件に該当しないことが明らかとなっ

たとき。 

⑶ 支援金の交付を受けるにあたり、知事に提出した書類に虚偽の記載があったとき。 

⑷ その他不正な手段により支援金の交付を受けたことが明らかとなったとき。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定めるものとする。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和８年１月８日から施行する。 

 

 



別表

対象施設種別 交付対象施設等の区分 支援金額 交付要件

認可外保育施設
（定員６０人以上）

１施設につき　４７９，０００円

○児童福祉法第５９条の２に基づく届出を行っている認可外保育
施設（中核市所在施設、市町村立施設及び居宅訪問型保育事業を
除く）。

認可外保育施設
（定員２０人以上５９人以下）

１施設につき　３１４，０００円
○令和７年４月１日現在かつ申請日において、施設を運営してい
ること。

認可外保育施設
（定員１９人以下）

１施設につき　１２２，０００円

○認可外保育施設指導監督基準に従い、施設が適正に運営されて
いること。

認可外保育施設

※定員数は令和７年４月１日現在とする。


